
日本の安倍政権の経済報復強行に対するピョントンサの糾弾声明 

 

1.韓国大法院の日帝強制動員賠償判決と履行をめぐる韓日間の対立が激化した中で、

安倍政権が 2日ついに韓国をホワイト国から除外する経済報復に出た。これは安倍政

権が、韓国が日本に依存している素材・部品を武器として扱い、韓国経済に大きい打

撃を与えることによって、強制動員賠償判決と履行を無力化し、文在寅政府を屈服さ

せるための経済戦争を宣言したものに他ならない。 

 

2.安倍政権の経済報復の強行は、日帝の不法侵略と植民地支配に対する謝罪と賠

償を拒否したことであるのみならず、韓国を経済的・政治的に屈服させようとする新し

い侵奪の試みだという点で全国民と共にこれを強力に糾弾する。 

 

3.安倍政権が韓国経済のアキレス腱に触れて私たちの司法主権(韓国大法院の日帝

強制動員賠償判決)に挑戦する前近代的野蛮行為を強行できるのは、日帝の不法侵

略と植民地支配および賠償を放棄した屈辱的な韓日協定を締結したパク・チョンヒ政

権とこれを強要したアメリカの責任もまた極めて大きい。 

あわせて、素材・部品開発と国産化の道を放棄して容易に日本産製品の輸入に依

存して対日従属経済体制を構築してきた財閥企業にもその責任を問わざるをえない。 

よって私たちは、これまで財閥企業が中小企業を短期的な利潤追求と搾取の対象

と考えることで、最先端部品・素材開発の芽を自ら摘んできた近視眼的な思考を根絶

し、最先端部品・素材開発をする中小企業などと共生して、技術自立を追求すること

によって一日も早く対日従属的経済体制から脱皮することを求める。 

 

4.一方、安倍政権は経済報復を行いつつ、表面的な理由として、韓国に輸出された

最先端素材・部品が北朝鮮に流入するという安保上の理由を挙げている。しかし安倍

政権は、その根拠を明確にできておらず、不法不当な経済報復への批判を避けるた

めの言い逃れに過ぎないということはすでに明らかになったとおりだ。 

だが、この地点で私たちが明確に確認できるのは、日本の経済報復には南北間の

尖鋭な軍事的対決を利用、助長して、その中で日本の安保利益を図ろうとする安倍政

権の狡猾な下心が入っているという事実だ。 

韓日軍事情報保護協定の維持を望む安倍政権の意図が、その端的な例だ。まさに

韓日軍事情報保護協定は、日本が韓国に提供する最尖端部品・素材だけでなく、弾

道ミサイルなど日本が提供する映像、電子、文書、技術、武器体系などの北朝鮮への

流出を規制できる条項を含んでいる。安倍政権は、南北対決を利用して、韓国に最先

端素材・部品と兵器体系を売り、これの北を含む第 3 国への流出を韓日軍事情報保

護協定で規制するなど、韓国の日本への経済的従属と軍事的依存を高める一方、こ



れを土台に韓国を韓日同盟、韓米日同盟に組み込んで、韓国を日本の安保のための

防波堤にしようとすることだ。韓日軍事情報保護協定は、結局のところ対日経済従属と

軍事従属を結びつける環であるわけだ。 

良く知られているとおり、韓日軍事情報保護協定は、北朝鮮の弾道ミサイルの早期

情報を日本に提供することによって、日本防衛には役立つ。しかし、日本が韓国に提

供する北朝鮮の弾道ミサイル情報は、北朝鮮の弾道ミサイルが韓国に到達する時間

が極めて短いため、韓国防衛にとっては無用の長物に過ぎない。 

このように、韓日軍事情報保護協定の維持は、安倍政権の韓国に対する経済報復

と韓国を自国安保の防波堤にしようとする恥知らずな二重の意図を両方とも満たして

やる愚を冒す行為だ。 

 

5.文在寅大統領は、今日、対国民談話で報復の悪循環を望まないが、断固たる相応

措置を取るという決然とした立場を明らかにした。文在寅大統領の言明のとおり、現事

態を克服するには米国の仲裁に頼って安倍政権と適当に妥協しようとする近視眼的

態度を捨て、現在の危機を対日経済従属と軍事依存から抜け出す、禍い転じて福と

なす機会にしなければならない。 

南北の経済交流協力の増大で、民族自立経済を構築することで日本の経済侵奪

から韓国経済を守り、米・日・中・ロの軍事的介入と干渉、侵奪からも朝鮮半島の平和

と安保を守れるようにしなければならない。このために韓国国民は、日本の経済報復

にともなう短期的な被害から来る苦痛を耐え、中長期的な経済的自立と軍事的自衛の

展望を探る意志と能力を備えていると信じて疑わない。 

 

6.よって私たちは、全国民と共に安倍政権の経済報復に屈せず、決然とした姿勢で対

抗する一方、韓日軍事情報保護協定の廃棄と韓日、韓米日の軍事同盟構築の中断

に力を注ぐことによって、米日が構築、維持してきた朝鮮半島冷戦体制を突き崩し、朝

鮮半島の恒久的平和体制の構築と北東アジアの平和増進に力をつくすだろう。 
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